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第２ 審査報告 

１ 提案募集・選考経過 

（１）説明会及び相談会 

 

   ●説明会（制度や募集内容、共働の意義等についての説明会） 

開催日時  平成２３年７月２８日（木）１３：３０～１５：００ 

会  場  福岡市ＮＰＯ・ボランティア交流センター「あすみん」 

 

●相談会（共働事業についての自由な相談会） 

開催日時  ①平成２３年７月２８日（木）１５：００～１８：００ 

       ②平成２３年８月 １日（月）１４：００～１８：００ 

会  場  福岡市ＮＰＯ・ボランティア交流センター「あすみん」 

 

（２）共働事業提案の募集 

 

募集期間   

①自 由 提 案：平成２３年７月２６日（火）～８月１０日（水） 

 ②市の課題への提案：平成２３年８月 ４日（木）～８月１６日（火） 

 

２３年度の提案募集に対して１２事業が提案された。そのうち、資格要件確

認の結果、１１件を資格要件適合と認めた。 

     

提案種類 提案事業数 資格要件適合 

テーマ・ジャンルを問わない自由提案 １２事業 １１事業 

市が共働を希望する課題（１事業）への提案 ０事業 ０事業 

合   計 １２事業 １１事業 

 

（３）第１回審査委員会（第１次審査） 

 

    第１次審査は資格要件適合の１１事業の提案について書面審査を行い、１事

業を選考した。 

     

開催日時  平成２３年９月２日（金）１３：３０～１５：００ 

    会  場  福岡市役所１５階 第５特別会議室 

提案種類 通過事業数 

テーマ・ジャンルを問わない自由提案  １事業 

合   計 １事業  
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（４）提案団体と市担当課の協議 

 

    第１次審査を通過した１事業の提案団体と市担当課による面談会が９月１

６日（金）に実施され、企画内容の協議や、情報交換が行われた。 

 

（５）第２回審査委員会（公開プレゼンテーション・最終審査） 

 

    第１次審査を通過した１事業について、提案団体によるプレゼンテーション

の後、引き続き最終審査を行い、１事業を選考した。 

     

開催日時  平成２３年９月３０日（金）１４：００～１５：３０ 

会  場  福岡市ＮＰＯ・ボランティア交流センター「あすみん」 

    提案種類 通過事業数 

テーマ・ジャンルを問わない自由提案  １事業 

合   計  １事業 
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２ 応募状況（資格要件適合） 

 事業名 提案団体名 

テ
ー
マ
・
ジ
ャ
ン
ル
を
問
わ
な
い
自
由
提
案 

家庭で出来る いきいき呼吸法講座（仮） 
特定非営利活動法人 ドゥ・イット・マイヘ
ルス 

福岡市の観光資源 2 階建てバスの「感動バスガイ
ド」育成・運営事業 

特定非営利活動法人 イデア九州・アジア 

ふれあい・そよかぜサポート普及事業 特定非営利活動法人 地域福祉を支える会
そよかぜ 

水耕高設栽培による都市屋上農園推進事業 特定非営利活動法人 九州食縁推進機構 

障がい者施設の生産及び製作物の販売サポート事
業 特定非営利活動法人 花の花 

不登校児及びその保護者支援のためのネットワー
クづくり 不登校サポートネット 

「学習塾」プロジェクトを通じた「文化芸術活動」
の担い手育成事業 ドネルモ 

外国人雇用トータルサポート事業 特定非営利活動法人 グローバルライフサ
ポートセンター 

シングルマザー支援事業 
 キャリアデザイン♪＆親子わくわく交流会 

特定非営利活動法人 人財共育センター 
ＥＮ 

料理研究家の講師派遣及び、食育講座の企画・運
営事業 

特定非営利活動法人 ウィッグリング・ジャ
パン 

世代を超えて育てる路地の仲良し風景づくり 特定非営利活動法人 環境緑化を考える会 

 

３ 最終審査通過事業（概要と選定理由） 

事 業 名 不登校児及びその保護者支援のためのネットワークづくり 

提案団体 不登校サポートネット 総事業費 １，５７５千円 

市担当課 教育委員会 教育支援部 生涯学習課 

事業目的 

及び概要 

行政や市民、各専門分野で個々に行われている不登校支援の活動について、相

互に連携し具体的な事例への最適な支援を可能とし、不登校についての理解や

支援を拡げるために、不登校支援に関する福岡市全域をカバーするネットワー

クを構築し、行政、市民、団体、組織等の横断的な連携を実現する。 

選定理由 

不登校の解決や当事者への支援は、教師や学校、支援ＮＰＯ単体での取り組みだけ

では解決が困難であり、官民挙げて支援するネットワークの構築は重要で、共働の

必要性及び相乗効果は高いと思われます。 

また、行政側に不登校対策を専門とする部署が無いなかで、関係する複数の課間で

の協議の結果、共働に向けた行政側の体制が明確化したことも評価できます。 

今後は支援ＮＰＯ、専門機関をはじめ行政内部の関係各課がしっかり連携し、孤立

しがちな不登校児とその家族に寄り添いながら、的確な支援が行われることを期待

します。 


